
証券コード 7367

2021年６月14日

株主各位

東京都渋谷区恵比寿一丁目19番19号

株式会社セルム

代表取締役社長 　加島 禎二

第５回定時株主総会招集ご通知

拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

　さて、当社第５回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申し上

げます。

　なお、当日ご出席願えない場合には、お手数ながら、同封の委任状用紙に議案に対

する賛否をご明示いただき、ご記名ご捺印のうえ、ご返送くださいますようお願い申

し上げます。

敬 具

記

１ 日 時 2021年６月29日（火曜日）午前10時00分

（受付開始午前９時30分)

２ 場 所 東京都渋谷区恵比寿１－19－19 恵比寿ビジネスタワー７階

本社 セミナールーム

３ 会議の目的事項

報告事項 １．第５期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告の

内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会

の連結計算書類監査結果報告の件

２．第５期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類の

内容報告の件

決議事項「議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」

（４頁から８頁まで）に記載のとおりであります。」

議 案 取締役７名選任の件

以 上

当日ご出席の際に、お手数ながら同封の委任状用紙をご提出くださいますようお願い
申し上げます。
事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（https://www.celm.co.jp/ir/）に掲載させて頂きます。
本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち「連結注記表」「個別注記表」につきまし
ては、法令及び定款第18条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
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（https://www.celm.co.jp/ir/）に掲載しておりますので、本招集ご通知添付書類
には記載しておりません。
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株主の皆様へ

日頃は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

来る６月29日（火）に当社第５回定時株主総会の開催を予定しておりますが、

新型コロナウイルス（COVID-19）による感染防止に向けた当社の対応につい

て、以下のとおりご案内いたしますとともに、株主の皆様のご理解ならびに

ご協力をお願い申し上げます。

２０２１年６月１４日

株式会社セルム

記

＜当社の対応について＞

・株主総会の運営スタッフは、マスク着用で応対をさせていただきます。

・受付、会場内各所には、アルコール消毒液を設置いたします。

＜株主様へのお願い＞

・株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては、当日までの

　健康状態にもご留意いただき、くれぐれもご無理をなされませぬようお願い

　いたします。

・ご高齢の方や基礎疾患がある方、妊娠されている方におかれましては、株主

　総会へのご出席を見合わせることもご検討ください。

・株主総会への参加を見合される株主様は、委任状のご利用も併せてご検討く

　ださい。

＜来場される株主様へのお願い＞

・ご来場の株主様におかれましては、アルコール消毒液の噴霧とマスクの着用

　について、ご協力をお願いいたします。

・ご来場の株主様で体調不良と見受けられる方には、運営スタッフがお声掛け

　をさせていただくことがございますので、あらかじめご了承ください。

・上記の各対応により、会場への入場までにお時間がかかることが予想されま

　すので、なるべくお早目にご来場くださいますよう、お願い申し上げます。

以上、時節柄、ご理解ならびにご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上

げます。

なお、今後の状況変化によっては上記の内容を更新いたしますので、適宜ご確

認をいただければ幸いに存じます。
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

１．議決権の代理行使の勧誘者

株式会社セルム

代表取締役社長 加島 禎二

２．議案および参考事項

議 案 取締役７名選任の件

　当会社の取締役６名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし

ては、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図るため社外取締役１名を増員し、

取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する

当社の株式数

（カシマ テイジ）

加島 禎二
（1967年６月22日生）

1990年４月 ㈱リクルート映像入社

1,920,000 株

1998年５月 旧㈱セルム入社
2000年12月 取締役就任
2007年４月 常務取締役関西支社長
2010年４月 代表取締役社長
2016年８月 当社代表取締役社長（現任）
2016年９月 ㈱アイランドプラス設立、代表

取締役（現任）

（コバヤシ ツヨシ）

小林 剛
（1962年３月26日生）

1984年４月 カシオ計算機㈱入社

150,000 株

1995年12月 旧㈱セルム設立、取締役
1996年８月 ㈱グッドウィル取締役
1999年11月 ㈲ステラヘッド設立、代表取締

役（現任）
2015年４月 ㈱NANAIRO取締役
2015年５月 ㈱セルムグループ・ホールディ

ングス取締役
2016年９月 当社取締役 人事・総務担当

（現任）
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氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する

当社の株式数

（ヨシトミ トシオ）

吉冨 敏雄
（1970年５月18日生）

1994年４月 ㈱あさひ銀行入行

80,000 株

2003年４月 ㈱ゴンゾ・デジメーション入社

2007年２月 ネットオフ㈱入社

2008年８月 ㈱フォトクリエイト取締役

2011年３月 ㈱ジャングルラボ代表取締役

2017年４月 当社入社

2017年６月 当社取締役 財務・経理担当
（現任）

（コガ サトシ）

古我 知史
（1959年３月９日生）

1981年４月 Monsanto Japan Ltd.入社

― 株

1989年６月 Citibank N.A.入社

1993年９月 ウィルコムズ㈲取締役（現任）

1995年３月 MaKinsey & Company Inc.入社

1997年10月 ウィルキャピタルマネジメント
㈱代表取締役（現任）

2011年３月 ㈱チームクールジャパン代表取
締役（現任）

2012年４月 龍谷大学経済学部客員教授（現
任）

2016年７月 一般社団法人日本生物科学研究
所評議員（現任）

2016年12月 当社非常勤取締役（現任）

2018年８月 ㈱ＭＢＣ代表取締役（現任）

2018年８月 ㈱インバウンドプラットフォー
ム社外取締役（現任）

2018年９月 京都大学経営管理大学院非常勤
講師（現任）

2019年１月 アリストテレスパートナーズ㈱
代表取締役（現任）

2019年４月 県立広島大学大学院客員教授
（現任）

2019年12月 オルバイオ㈱非常勤取締役(現
任)

（重要な兼職の状況）

ウィルコムズ㈲取締役

ウィルキャピタルマネジメント㈱代表取締役

㈱チームクールジャパン代表取締役

㈱ＭＢＣ代表取締役

アリストテレスパートナーズ㈱代表取締役
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氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する

当社の株式数

（モリヤ ミノル）

守屋 実
（1969年５月１日生）

1992年４月 ㈱ミスミ（現株式会社ミスミグ
ループ本社）入社

― 株

2002年８月 ㈱エムアウト設立、取締役

2010年９月 ㈱守屋実事務所設立、代表取締
役（現任）

2015年４月 ㈱サウンドファン取締役（現
任）

2015年10月 ㈱SEEDATA社外取締役（現任）

2016年11月 ブティックス㈱社外取締役（現
任）

2017年11月 メディカルケアデザイン㈱設
立、代表取締役（現任）

2017年12月 ㈱日本クラウドキャピタル社外
取締役（現任）

2018年４月 ㈱テックフィード社外取締役
（現任）

2018年６月 当社社外取締役（現任）

2019年８月 ㈱日本農業社外取締役（現任）

2020年９月 ㈱ガラパゴス社外取締役（現
任）

（重要な兼職の状況）

㈱守屋実事務所代表取締役

メディカルケアデザイン㈱代表取締役
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氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する

当社の株式数

社外取締役
（ワタナベ タツオ）

渡邊 龍男
（1964年６月11日生）

1987年４月 住友生命保険相互会社 入社

― 株

2001年４月 ㈱サイトデザイン取締役

2004年５月 ㈱オールアバウト常勤監査役
（現任）

2004年５月 ㈱SDホールディングス監査役

2005年３月 デザインエクスチェンジ㈱監査
役

2007年６月 ウェーブロックホールディング
ス㈱社外取締役

2014年９月 ㈱インターネットインフィニテ
ィー社外取締役

2016年３月 ㈱ワイヤレスゲート社外取締役
監査等委員（現任）

2016年８月 ㈱星野社外取締役（現任）

2020年６月 ㈱インターネットインフィニテ
ィー監査役（現任）

2020年６月 当社社外取締役（現任）

【選任理由及び期待される役割の概要】

長年企業経営等に携わってきた豊富な経験と
幅広い見識を基に、業務執行を行う経営陣か
ら独立した立場で、公正かつ客観的な立場に
立った適切なご意見を頂くために、社外取締
役として選任をお願いするものであります。

社外取締役
（シンタニ ミホコ）

新谷 美保子
（1978年８月12日生）

2006年10月 第一東京弁護士会登録

― 株

2006年10月 TMI総合法律事務所 入所

2017年４月 宇宙航空研究開発機構（JAXA）
非常勤招聘職員（現任）

2020年１月 TMI総合法律事務所 パートナ
ー就任（現任）

【選任理由及び期待される役割の概要】

今後、更なる必要性が高まるコンプライアン
ス強化、DX化、その他事業拡大に伴う情報保
護・管理強化等、法的リスクに対応すべく、
弁護士資格と法務領域の幅広い見識を基に、
公正かつ客観的な立場に立った適切なご意見
を頂くために、社外取締役として選任をお願
いするものであります。

（注）１．当社は非常勤取締役候補者の古我知史が代表取締役を務めるウィルコムズ

有限会社および株式会社ＭＢＣとの間で業務委託契約を締結しており、顧

客研修実施時の講師としての登壇業務等を委託しております。その他の取
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締役候補者との間には特別の利害関係はありません。

２．当社と非常勤取締役候補の守屋実氏及び社外取締役候補者の渡邊龍男氏は、

当社定款に基づく責任限定契約を締結いたしております。当該契約の概要

は、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の責任を同法

第425条第１項に定める最低責任限度額とするというものであります。な

お、社外取締役候補者の新谷美保子氏が選任された際には、当社定款に基

づく責任限定契約を締結する予定となっております。

３．渡邊龍男氏及び新谷美保子氏は社外取締役候補者であります。

４．当社は、渡邊龍男氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け

出ております。

５．社外取締役候補者の新谷美保子氏が選任された際には、東京証券取引所の

定めに基づく独立役員として届け出る予定であります。

６．渡邊龍男氏の社外取締役就任年数は、本総会終結の時をもって１年です。

７．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険規約を保

険会社と締結しており、被保険者である子会社を含む役員がその職務の執

行に関し、責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることに

よって生ずることのある損害が填補されます。保険料は全額会社が負担し

ております。故意または重過失に起因する損害賠償請求は上記保険契約に

より填補されません。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められるこ

ととなります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

８．社外取締役候補者の新谷美保子氏が選任された際には、会社法第430条の３

第１項に規定する役員等賠償責任保険に加入する予定となっております。

以 上

― 8 ―



（添付書類）

事業報告
第５期（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

１ 当社グループの現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に

より世界規模で経済活動の大幅な制限を強いられるなど、極めて厳しい状況にあり

ました。日本国内でも数度にわたる緊急事態宣言の発令がなされ、継続的な感染対

策が採られているものの、変異ウイルスの拡大懸念もあり、事態の収束時期は未だ

予測できず、先行きの不透明な状況が続いております。

このような環境の中、当社グループでは、従来の主要サービスの提供形態であった

集合型研修を大幅に改め、オンラインによる研修の実施へとサービス提供形態の変

更を急速に進めました。これにより感染リスクへの懸念は大幅に低減し、2021年１

月に発令された緊急事態宣言下であっても案件のキャンセルや延期の発生は軽微な

状態で、業績は堅調に推移しました。withコロナ時代においても、当社グループが

確立したオンライン実施のスタイルは、顧客ニーズにも合致し、今後も継続・拡大

していくものと想定されます。

　また、当社グループはこれまで、経営開発、人材開発、組織開発領域において満

たされないニーズを持つ顧客企業に向けて、外部の著名なプロフェッショナルタレ

ントをはじめ、新しいテクノロジーを有する企業・法人等、最適なリソースとの協

業によって、顧客企業ごとにカスタマイズした独自の価値を提供し続けてまいりま

した。その結果、大企業や業界の最大手がメインとなる確固な顧客基盤を築いてお

ります。長年培ってきた顧客基盤に加えて、オンライン実施という環境に合わせた

サービス提供形態との相乗効果により、当社グループの成長可能性は高まっている

と認識しております。

　 なお、販売費及び一般管理費については、人材派遣費の減少や採用活動関係

　の費用が減少したこと、ワークスタイルの変化に合わせ、営業活動に伴う旅費

　交通費や会議費の発生が著しく減ったこと等により、経費が抑制される結果と

　なりました。

　当連結会計年度における、セグメント別の概要は以下の通りです。

（人材開発・組織開発事業）

ⅰ ㈱セルム、升励銘企業管理諮詢(上海)有限公司、CELM ASIA Pte. Ltd

　当社を中心とした人材開発・組織開発事業においては、①顧客基盤の拡充、

②ソーシャルイシューR&D、③新市場の創造を成長のサイクルとして定め、更な
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る成長を図ってまいりました。重要な顧客企業を中心に既存顧客の深耕を進め

るとともに、セミナーやチャネル開発・連携から新規顧客の開拓も進めており

ます。また、アセスメント・サーベイ、組織・人材開発コンサルティング、リ

テーナーモデル、障がい者向け雇用支援等の新たな収益モデルを開発し「顧客

基盤」を軸とした持続的な成長を実現してまいりました。

　当連結会計年度における上半期は、新型コロナウイルス感染症による案件の

キャンセルや延期が発生し、前連結会計年度を下回る業績が続きました。しか

しながら、集合型の案件の延期・キャンセルリスクを回避するための対策とし

て、案件のオンライン化を急速に進め、下半期には全案件数の80％以上の案件

がオンライン実施となりました。結果として、2020年11月以降の月次売上高は

前連結会計年度を上回る実績で推移することとなりました。

　中でもコアサービスである経営塾（経営トップがオーナーとなって経営リー

ダー育成をテーマに実施されるビジネススクール）においては、これまで受講

生が教室に集まって実施される集合型研修が主な形態でしたが、他案件と同様

に、殆どがオンライン実施になっております。新型コロナウイルス感染症が、

案件実施に大きな影響を与えない状況になっていると言えます。

　加えて、案件のオンライン化により新たな成長機会が生まれております。オ

ンライン化の進展は移動の時間やコスト削減につながり、施策設計の自由度を

高め、研修の活用領域を広げています。かつ、個別メンタリングなど、オンラ

イン環境を活用した新たな領域案件が拡大しつつあります。個別メンタリング

は、研修サービスから独立した形で実施されることが多く、受講者の対象層の

拡大を後押しするものとなっています。

　結果、売上高は3,783,255千円(前連結会計年度比12.1％減)となりました。

ⅱ ㈱ファーストキャリア

　㈱ファーストキャリアは、これまで顧客企業における若手人材育成のあり方

や変化のニーズを捉え、営業ターゲットの再定義、営業プロセスの可視化やサ

ービスラインナップの充実に取り組んでまいりました。また、持続的成長に向

けた当社の組織体制づくりと社員育成を行い、生産性の向上を図ってまいりま

した。

　メインサービスである新卒採用向け教育研修は、2020年４月に発令された緊

急事態宣言下においては案件の延期・キャンセルが相次ぎ発生しました。しか

しながら、当社同様に案件のオンライン化をおこなったことで、下半期は前期

と同水準の業績で推移しております。

　結果、売上高は754,465千円(前連結会計年度比13.8％減)となりました。

（その他事業）

　幼児向け英語教育事業であるRISE Japan㈱は、新型コロナウイルス感染症に
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左右される事業運営環境下にて、大きな制限を受けながらスクールの運営をし

てまいりました。代官山校では感染防止対策を大前提としたクラス作りはもち

ろん、スクールのマネジメントの体制刷新や、RISEオリジナルカリキュラムの

構築を行うだけでなく、保護者向けセミナー、Summer School、イベントの多様

化など、他スクールとの差別化に努めてまいりました。一方、「人が集まる事

業」への風向きが厳しい状況は年間を通して継続しました。また予定していた

世田谷校のオープンは、延期せざるを得ない状況となりました。

　結果、売上高は47,943千円(前連結会計年度比45.7％減)となりました。なお、

新型コロナウイルス感染症に対する政府、自治体からの各種要請等を踏まえ、

緊急事態宣言期間であった2020年４月８日～５月31日には、代官山校で臨時休

業を行っております。店舗の臨時休業期間中に発生した固定費（人件費・賃借

料・減価償却費等）11,515千円を店舗臨時休業による損失として、営業外費用

に計上しております。

　以上の結果、当連結会計年度における売上高は4,603,441千円（前連結会計年度比

13.1％減）となりました。

　売上総利益は2,424,391千円（前連結会計年度比13.9％減）となりました。売上原

価の大部分は外部のプロフェッショナルタレントへの支払金額となっており、また、

案件のオンライン化による売上総利益率への影響は軽微なものとなっています。

　販売費及び一般管理費は2,095,108千円（前連結会計年度比5.3％減）となりまし

た。主な内訳は、給料手当、のれん及び固定資産の償却による減価償却費です。こ

の結果、営業利益は329,283千円（前連結会計年度比45.4％減）となりました。

　営業外収益は、54,530千円（前連結会計年度比450.5％増）となりました。主な内

訳は、補助金収入と顧客都合により案件がキャンセルとなった場合等に発生する受

取補償金です。営業外費用は、39,432千円（前連結会計年度比62.0％増）となりま

した。主な内訳は、金融機関への支払利息と、顧客都合により案件がキャンセルと

なった場合等にプロフェッショナルタレントへ支払う支払補償費です。この結果、

経常利益は344,380千円（前連結会計年度比41.4％減）となりました。

　特別損失は、当社連結子会社が運営するＨＲテック投資事業有限責任組合におい

て、保有する投資有価証券の減損を実施し、投資有価証券評価損20,000千円を計上

しております。この結果、親会社株主に帰属する当期純利益は148,241千円（前連結

会計年度比55.9％減）となりました。

(2) 設備投資の状況

　該当事項はありません。

(3) 資金調達の状況
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　当連結会計年度中の資金調達につきましては、金融機関より短期借入金として

2,030,000千円を調達いたしました。

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割

　該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受け

　該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

　当社は連結子会社である株式会社NANAIROを2020年９月30日付で、吸収合併し、

全ての権利義務を承継しております。

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　当連結会計年度において、当社子会社（100%子会社）のアリストテレスパート

ナーズ株式会社が運営するＨＲテック投資事業有限責任組合に35,000千円の出資

（キャピタルコールによるもの）を実施しました（当社累計出資金額211,000千

円）。

(8) 対処すべき課題

　 当社グループは、人と企業の可能性を広げる新たな事業・市場創造に果敢

　に挑んでいくことで、コーポレートスローガンである「Activate Your

Potential（可能性が動き出す）」を実現し続けたいと考えております。当

　社グループが更なる成長に向けて対処すべき課題は以下の通りです。

①積極的なIT投資による生産性の向上と事業機会の創造

　IT、RPA（Robotic Process Automationの頭文字で、業務プロセスを自動化す

ること）を活用し、業務プロセスを適正化することにより、業務の生産性の向

上を図ります。特に、研修運営オペレーション業務の効率化や、スピーディー

な経営指標管理に向けたIT投資を行ってまいります。また、新型コロナウイル

ス感染症の流行により加速された在宅勤務やリモートワーク、オンライン会議

の普及・浸透が進む環境において、働きやすい環境を整えるための施策を講じ

てまいります。

　一方、HRテックを活用したデータ分析サービスの開発やオンラインを活用し

た研修の提供等、事業開発のための必要十分なITインフラ投資にも積極的に取

り組んでまいります。
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②データマーケティングによる顧客とのパートナーシップ強化

　企業の人材・組織開発への投資意欲が高まったり弱まったりする要因は、マ

クロな経済環境に加えて、顧客企業ごとの業績、経営トップの交代、事業や組

織の再編、中期経営計画の見直し等様々ですが、こうした顧客企業の経営状況

を一元的にデータで管理することで、予測精度を向上させることが出来ると考

えております。また、日本を代表する企業の人材開発体系と受注した研修履歴

等のデータ分析により、次にどのような人材・組織開発ニーズが発生するかを

予測することができる可能性があり、さらに、当社グループとの窓口となる顧

客企業のご担当者やご責任者の異動後も関係性を継続することに努め、顧客内

の人脈ネットワーク構築につなげていきたいと考えております。以上のような

データマーケティングを積極化し、顧客企業への更なる貢献を追求する(ソーシ

ャルイシューR&D)のはもちろんのこと、新たな事業・サービスを生み出し、顧

客企業との更なるパートナーシップ強化を図ってまいります。

③CVC事業の推進

　当社グループのオープンイノベーションの実践及び収益機会の多様化に資す

る事業を開発する目的で、当社の取締役であり、且つ、ベンチャーキャピタリ

ストの古我知史が代表取締役社長であるアリストテレスパートナーズ株式会社

を無限責任組合員とする出資規模３億円のHRテック投資事業有限責任組合を組

成いたしました。経営コンサルタントであり、数多くのベンチャー企業の支援

の経験を有する古我知史は、当社の前身である株式会社セルムの設立当初から

顧客企業とのパートナーシップ深耕に貢献したプロフェッショナルタレントで

あり、ＭＢＯ実施後の会社の更なる発展に非常勤取締役の観点からの助言が期

待できることから、2016年12月に当社の取締役として選任しております。なお、

プロフェッショナルタレントとして実施した研修に対する対価については役員

報酬とは別に支払っており、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行

っております。また、組成にあたり、古我知史が別途運営するクールジャパン

投資事業有限責任組合とは競業関係にない旨、確認を行っております。

投資先はスタートアップやアーリー、ミドルステージの会社が中心となって

おり、顧客企業の人材・組織開発により高い付加価値を提供するための新しい

テクノロジーや知財・人材を有する国内外のHRテックベンチャー企業でありま

す。投資方針は、１．当社グループの既存事業とのシナジーがあるか、２．将

来、当社グループの既存事業モデルのディスラプター（代替者）になり得るか、

３．自前の経営資源を使うよりもスピーディーかを基準として選定し、すべて

30,000千円を上限とするマイノリティ投資とします。投資判断の意思決定にお

いては、HRテック投資事業有限責任組合としての投資委員会を設置し、当社の

代表取締役、常勤取締役２名及びアリストテレスパートナーズ株式会社の代表
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取締役と、この４名が協議によって決定した１名を含む全５名の投資委員の参

加を条件として開催し、必要十分な協議の上で、原則投資委員全員の賛成をも

って投資判断してまいります。なお、投資委員会においては、投資の意思決定

のみならず、投資先のモニタリング状況等についても報告を行っております。

また、CVC事業における投資状況や投資先のモニタリング状況については、親

会社である当社取締役会において報告を行う体制とすることで、ガバナンス体

制を構築しております。

④経営管理体制の強化

当社グループは、現状、小規模な組織であり、業務執行体制もこれに応じた

ものになっております。今後、「人と企業の可能性を広げ、世界を豊かにする」

というビジョンの実現に向け、既存事業の成長と、新市場の創造に取り組み、

持続的な成長を図っていくためには、事業の成長や業容の拡大に合わせた経営

管理体制の充実・強化が課題であると認識しております。また、株主を始めと

するステークホルダーの皆様に信頼される企業となるために、コーポレート・

ガバナンスへの積極的な取組みが不可欠であると考えております。そのため、

人材の採用・育成により、業務執行体制の充実を図り、コーポレート・ガバナ

ンスが有効に機能するような仕組みを強化・維持していくとともに、業務の適

正性及び財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの適切な運用、

さらに健全な倫理観に基づく法令遵守を徹底してまいります。

⑤オンラインを活用した新たな人材開発市場の拡張

　当社グループでは、コロナ禍以前は対面形式での研修やコンサルティングが

中心であったものの、顧客・講師との強いパートナーシップを活かすことによ

り、コロナ禍においても、研修やコンサルティングをオンライン形式で提供出

来る体制を短期間で構築してまいりました。現在、当社が提供する研修の約８

割(2021年３月現在)はオンライン形式にて実施しており、顧客企業の研修企

画・運営を効率的にサポートするための運用ノウハウを蓄積出来たと考えてお

ります。

　今後は、対面での集合研修とオンラインを活用した研修を融合し、これまで

以上に時間効率や投資効率が高い研修サービスを提供してまいります。また、

時間的制約等により限定的な取り組みとなっていた経営メンタリングやグルー

プ・コーチングをオンラインで実施する等、オンライン環境を活用した新たな

人材開発・組織開発の機会を追求することに注力してまいります。

⑥その他事業の収益向上に向けた店舗拡大

　その他事業において、バイリンガル教育によるプリスクール事業を代官山で
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運営しているRISE Japan㈱は、設立から５年が経ち、収益の安定化を図ること

ができました。代官山という立地でのフラッグシップ化が確立され、ハイブラ

ンドのプリスクールというポジショニングを築くことができたと考えておりま

す。このブランド力を活かし、更なる収益基盤の拡大に向け、事業計画に沿っ

て新店舗の開発を進めてまいります。
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(9) 財産及び損益の状況

① 当社グループの財産及び損益の状況の推移

第４期
2019/４～2020/３

第５期
(当連結会計年度)
2020/４～2021/３

売上高（千円） 5,298,706 4,603,441

経常利益（千円） 588,142 344,380

親会社株主に帰属する
当期純利益（千円）

336,527 148,241

１株当たり当期純利益（円） 66.75 29.41

総資産（千円） 3,745,795 3,944,494

純資産（千円） 1,639,766 1,784,049

１株当たり純資産額（円） 325.10 353.75

（注）１．第４期より連結計算書類を作成しております。なお、第３期以前については記載いたしてお

りません。

２．2019年８月14日付で、普通株式１株に100株の割合で株式分割を行っております。なお、第

４期の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株あたり当期純利益を算定しております。

３．１株当たり当期純利益は、期中の平均発行済株式総数に基づき算出しております。

② 当社の財産及び損益の状況の推移

第２期
2017/４～2018/３

第３期
2018/４～2019/３

第４期
2019/４～2020/３

第５期
2020/４～2021/３

売上高（千円） 3,970,854 4,313,647 4,037,598 3,672,178

経常利益（千円） 551,468 603,227 511,642 188,792

当期純利益（千円） 409,365 383,677 351,503 64,950

１株当たり当期純利益（円） 81.17 76.73 69.72 12.88

総資産（千円） 4,108,698 3,995,986 3,679,679 3,850,173

純資産（千円） 1,070,188 1,412,509 1,764,012 1,828,963

１株当たり純資産額（円） 199.34 280.19 349.91 362.80

（注）１．2019年８月14日付で、普通株式１株に100株の割合で株式分割を行っております。なお、第

２期の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株あたり当期純利益を算定しております。

２．１株当たり当期純利益は、期中の平均発行済株式総数に基づき算出しております。
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(10) 親会社及び子会社等の状況

① 親会社との関係

　該当事項はありません。

② 子会社等の状況

会社名 資本金 持株比率 主要な事業内容

株式会社ファーストキャリア 42,340千円 100.0％ 若手人材開発関連事業

RISE Japan株式会社 100,000千円 100.0％ 子供向け英語学習支援事業

アリストテレスパートナーズ株式会社 10,000千円 100.0％ 投資組合事業

ＨＲテック投資事業有限責任組合 ― 99.1％（注）投資組合

升励銘企業管理諮詢(上海)有限公司 7,952千元 100.0％ 人材開発関連事業

CELM ASIA Pte. Ltd. 500千SGD 100.0％ 人材開発関連事業

（注） 当該組合への出資内容につきましては、上述の（７）他の会社の株式その他の持分または新株

予約権等の取得または処分の状況をご参照ください。

③ 特定完全子会社の状況

会社名 住所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

株式会社ファーストキャリア
東京都渋谷区恵比寿一丁目
19番19号

855,008千円 3,850,173千円

④ 重要な企業結合等の状況

　 該当事項はありません。

― 17 ―



(11) 主要な事業内容

　 当社グループは、当社及び連結子会社６社の計７社により構成されており、

　「人と企業の可能性を広げ、世界を豊かにする」をビジョンに掲げ、社会的に

　大きな使命を負い、世界的視野で勝ち残りをかけて戦う顧客企業の人材開発・

　組織開発を長期的に支援することを使命として事業を展開しております。

　近年ますますグローバル化が進む中で、各企業においては、競争優位性を確

立して持続的に成長するために不可欠な、「人材・組織基盤の強化」と「優れ

たリーダーの輩出」のニーズがますます高まっていると認識しております。

高まるニーズに対し当社グループでは、企業経営やコンサルティングファーム

での経験を有するプロフェッショナルタレントと連携し、その様々な領域の知

見を活用して、顧客企業と共に本質的な課題を特定し、事業進化、イノベーシ

ョン、経営高度化のための人材開発・組織開発を支援しております。

　 当社グループは、顧客企業における人と組織に関わるコンサルティングや人

　材の育成と開発を支援する「人材開発・組織開発事業」と「その他事業」の２

　事業を以下のビジネスモデルを用いて運営しております。

(１)ビジネスモデルと事業の特長

　当社グループは、企業経営において重要度の高い人材開発並びに組織開発の課題

解決を、顧客企業との長期間に亘る強固なパートナーシップに基づいて提供してお

ります。

①当社のビジネスモデル

当社のビジネスモデルの特長は以下の３点であります。

i. 企業経営並びにコンサルティングファームでの経験を有する独立したプ

ロフェッショナルタレントを中心とした1,300名超（2021年３月末現在

の契約人数、うち2021年３月期の稼働人数４71名）の講師・コンサルタ

ントのネットワーク

（注）プロフェッショナルタレントである人材開発サービスを提供して

いる企業については、１法人を１名とカウント。

ⅱ. 経営課題に対して自社固有の解を探求し続ける大手企業との長期に亘る

パートナーシップ

ⅲ. 定型の人材開発・組織開発プログラムを持たず、プロフェッショナルタ
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㸰

㸱

レントとの共創によるテーラーメイド型のプログラム提供

この特長を活かして、当社グループは、経営的な視点・視座で顧客企業と共に

ディスカッションを通じて課題を特定し、解決策を顧客企業と共に練り上げ、企

画の提案や実行支援を行っております。また、成果を検証し改善策や代替案を提

供し続けることで、顧客企業の企業価値向上に貢献していると認識しておりま

す。

②事業の特長

ｉ．主要取引先は大手企業

　 当社グループの取引先は、複数の事業法人と多くの従業員を国内外拠点

に展開する売上高１兆円以上の大手企業、売上高2,000億円以上１兆円未

満の準大手企業であり、主要取引先は大手企業です。

ⅱ．顧客企業との長期に亘る継続取引

　５年以上の継続取引顧客（※）（旧セルムとの取引開始時含む）からの

売上が約74％を占めております（当社管理システムから2021年３月期実績

を集計）。その理由は、顧客企業の経営課題を理解し、解決に向け伴走す

る存在であると当社グループを捉えていただいているためと認識しており

ます。

（※）継続取引顧客：当年度に当社単体において売上があった顧客の

　 うち、前年度にも売上を計上していた顧客
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ⅲ．顧客企業の複数の部門からの取引

　人事部門からの信頼をベースに様々な部門、グループ法人に取引が広が

っており、経営企画部門、R&D部門、事業部、グループ関連会社等の人事

部門以外とも取引しております。

ⅳ．経営における重要テーマ案件への関与

　主に経営人材育成、ミドルマネジメント革新、理念・ビジョン浸透等、

企業経営における重要テーマに関与しております。

ⅴ．顧客と親密な関係を築くための営業体制

　顧客企業との継続取引年数と、多くの部門からの取引関係を維持するた

めに、当社グループの営業担当者は１名につき、平均４〜５社しか担当企

業を持たない体制とし、顧客企業との密着度を高めていると認識しており

ます。

ⅵ．プロフェッショナルタレントのネットワーク

　プロフェッショナルタレントのネットワークは、1,300名を超えていま

す。そのうち、コンサルティングファーム出身者、大手企業の人事部門幹

部経験者、企業経営経験者が主であります。（当社管理システムから2021

年３月期実績を集計）

(２)主なサービス

　当社グループは、人材開発・組織開発事業とその他事業の２事業を運営しており

ますが、当社グループの提供するサービスの内容及び特長は以下のとおりでありま

す。

［当社グループの主な役割］

　サービスを提供するにあたり、主として以下のような活動を行っております。

まず、顧客情報を概観的に把握するため、ホームページ、新聞等より中期経営計

画の概要、社長メッセージ、人事・組織情報を収集・整理いたします。次に、顧

客企業の課題特定に向け、当社内において想定される課題の仮説を立てておりま

す。そして、顧客企業とのディスカッションを通じて、経営的な視点・視座で課

題を特定し、解決策を顧客企業と共に練り上げ、他社事例も踏まえた上でプロフ

ェッショナルタレントとの議論を通じて情報を構造化し、フィットする解決策を
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提案いたします。受注後は、研修実施に向けて顧客、プロフェッショナルタレン

トとの詳細なすり合わせを行い、研修実施中は当社が同席し、プロフェッショナ

ルタレントの進め方や受講生の反応等を確認する等品質管理を行うと同時に、更

なる顧客理解に努めております。研修実施後は、アンケートや顧客との振り返り

ミーティングを踏まえて当社がプロフェッショナルタレントにフィードバックを

行い、成果を検証し改善策や代替案を提供し続けております。

［人材開発・組織開発事業］

　主なサービスとしては、①次期経営幹部人材を発掘し・育成する「経営塾」、

②現役員陣等への経営メンタリング（現役員、並びに次期役員候補者を対象とし

た外部のプロフェッショナルタレントによるマンツーマンOJT）、③ミドルマネジ

メント革新、④人材開発体系の構築コンサルティング、⑤経営理念・ビジョン浸

透／企業風土改革支援、⑥ASEAN・中国における人材開発・組織開発支援、⑦フ

ァーストキャリア開発事業（内定期間から入社５年目までの体系的な人材開発と

人材育成マインドの高い職場風土醸成）、⑧障がい者の雇用・活躍支援等があり

ます。

① 次期経営幹部人材を発掘し・育成する「経営塾」(主要な会社：㈱セル

ム)

ⅰ．対象

　 次期経営幹部人材(顧客企業の各部門、グループ企業、グローバル拠

点等からの選出)

ⅱ．背景・目的

　 経営リーダーとしての「軸」の開発を通じた経営幹部育成

ⅲ．特長

　個々人の経営人材としての資質の見極め、強み弱みの把握、その後の

困難な課題・役割の付与（修羅場ポジション登用 例：事業部門や関連

会社等において経営の実経験をさせること）をトータルで支援する、約

１年間に亘るトレーニングプログラムです。現経営陣、社外取締役、当
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社が選任するプロフェッショナルタレント陣との真剣な対話や議論を通

じて、実施しております。また、経営塾終了後は「塾生」による「卒業

生ネットワーク」が形成され、組織横断プロジェクト等への選任や変革

チーム組成の際に大きな役割を果たすと考えております。

　また当社は、各社固有の課題から、経営環境の変化や経営トップの意

向をダイレクトに確認しながら毎年経営塾のプログラムを進化させてま

いります。同時に、塾生一人ひとりのアセスメント(能力や適性の評価)

や選定への助言まで踏み込んでいくことも顧客に期待されていると考え

ております。

② 現役員陣等への経営メンタリング(主要な会社：㈱セルム)

ⅰ．対象

　 現役員や次期役員候補者

ⅱ．背景・目的

　 経営者に求められる視野・視点の獲得と意識変革の促進

ⅲ．特長

　プロフェッショナルタレントとの対話を繰り返す中で、経営リーダー

としての意識、言葉、行動について、プロフェッショナルタレントが対

象者へ実践的な指導と助言を行うものであります。

役員レベルへの登用前後に導入することで、当人のパフォーマンス

向上のみならず、事業・組織変革の動きを加速させることができると

考えております。

③ ミドルマネジメント革新(主要な会社：㈱セルム)

ⅰ．対象

　 経営トップ層と現場をつなぐミドルマネジメント層

ⅱ．背景・目的

　事業変革やイノベーションの要請、ダイバーシティの推進、働き方改

革等、組織が断続的な変化にさらされる中で成長期待が益々高まってい

るミドルマネジメント層の育成

ⅲ．特長

　現在では管理職昇格前後の一定期間をマネジメント育成期間と位置付

け、集合研修とオンラインのグループで行うコーチング、アセスメント

等を組み合わせた、計画的なトレーニングが当社顧客から求められてお
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り、この動きは今後大きく広がるものと思われます。経営の一員として

高い視座をもって職務にあたる意識の改革、組織能力向上のためのリー

ダーシップ強化、働く価値観やキャリア観の多様化に対応するピープル

マネジメント力(＊)等、ミドルマネジメント層の育成目標を各社固有の

課題に合わせて定め、テーラーメイドで育成体系とプログラムを立案、

実行支援しております。研修を一過性のものに終わらせないために、研

修前後や研修期間中に、職場での実践と上司や同僚からのフィードバッ

クを促すプログラムを組み込む工夫もしております。これにより学びと

気づきを実践し続ける行動習慣を身につけることがよりできるようにな

ると考えております。また、当社は、経営塾を提供するプロセスの中

で、顧客企業の経営トップ層と対話をするため、経営トップ層の持つ問

題意識や価値観を理解しやすいと考えております。上述の理解により、

最適なプロフェッショナルタレントの選任と効果的なプログラムの設計

が可能となり、人材育成の投資対効果を向上できると考えております。

（＊ピープルマネジメント力：多様な価値観やキャリア観を持つ個人や、

その集合体であるチームの強みや成長への欲求を、組織の期待値やミッ

ションに紐づけて、結果へと導くマネジメント能力です。そのためには、

管理職や上位職というスタンスで関わるのではなく、チームメンバーそ

れぞれに、ひとりの人間として向き合い、受け止めようとする普遍的な

考え方を持つことが重要です。不連続な環境変化、企業内での多様性が

ますます進んでいくこれからの時代においては、重要となるマネジメン

ト能力であると当社は考えております。）

④ 人材開発体系の構築コンサルティング(主要な会社：㈱セルム)

ⅰ．対象

　 主に人事部門、経営戦略部門

ⅱ．背景・目的

　顧客企業の経営理念と戦略に同期した、戦略実行を担う人材を継続的

に開発していくための人材開発体系の構築

ⅲ．特長

　顧客企業の中長期的な経営シナリオや事業環境の変化を鑑みて、人材

の要件を定義し、開発目標を定め、各種育成施策と投資計画に反映させ

ていくコンサルティングを、当社の組織人材開発コンサルタントが提供

― 23 ―



いたします。当社の組織人材開発コンサルタントが顧客企業のプロジェ

クトチームを支援・進行する形で行います。本サービスは、中長期ビジ

ョンの見直し、基本戦略の変更、人事制度の改変等、企業経営の節目に

ニーズが発生する上に、その提供プロセスにおいて、経営トップとのイ

ンタビュー、役員陣のワークショップ、現場へのヒアリング等、多岐に

渡る活動を行うため、顧客企業との信頼関係が一気に深まる契機となる

と当社は考えております。また、本サービスは体系構築から個別の育成

施策（研修、アセスメント、メンタリング等）の支援へとつながってい

くため、顧客企業との長期的なパートナーシップを更に深め、当社内に

知見を蓄え続けていくことができると考えております。

⑤ 経営理念・ビジョン浸透／企業風土改革支援(主要な会社：㈱セルム)

ⅰ．対象

主に人事部門、経営戦略部門

ⅱ．背景・目的

　組織の一体感、求心力、健全性を高め、顧客企業の経営理念、ビジョ

ン、行動指針（Value）の浸透

ⅲ．特長

　これまで蓄積してきた人材開発・組織開発のノウハウを活かし、経営

トップ、事業トップと社員との対話や、現在の組織の状態や職場風土と

真摯に向き合う場を設定しております。

　企業のM&A施策に伴う組織再編や経営トップの交代のような大きな経

営改革時、及び不祥事発生後のタイミングでのニーズが多く、パートナ

ーシップによる企業理解と信頼をベースに、各社固有の課題に合わせた

プログラムの設計を実施しております。

⑥ ASEAN・中国における人材開発・組織開発支援(主要な会社：升励銘企業

管理諮詢(上海)有限公司、CELM ASIA Pte. Ltd.)

ⅰ．対象

　日本企業のASEAN・中国における現地スタッフ(主に経営幹部クラス)

ⅱ．背景・目的

　人材流動化・人材争奪戦が激しく人材マネジメント課題が多い地域と

当社が考えるASEAN・中国における、顧客企業の現地での事業成長と組

織発展のためのサポート
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ⅲ．特長

　上記の目的のため、現地スタッフを対象として人材開発や、組織風土

改革等の組織開発を支援しております。人材開発においては、幹部候補

になり得る人材を発掘、戦略策定力やリーダーシップ力を開発するプロ

グラムを提供しております。さらには、「タレントマネジメント（国・

地域ごとのリーダー人材の把握、アサインメント、評価、育成の一貫し

た仕組み）」を支援しております。

　組織開発においては、自社の経営理念や行動指針の浸透と、チームワ

ークによる問題解決の組織風土づくりを支援しております。

　特長としては、以下の３点であると認識しております。

・各国のビジネス環境を理解したプロフェッショナルタレントのネッ

トワークを構築していること

・現地の経営トップとの人脈形成や実践事例共有のための異業種交流

ネットワークを構築していること

・現地の実情やリーダーの想いと、日本本社関係者の意図や課題認識

の両方を深く理解した日本本社とASEAN及び中国拠点のブリッジパ

ーソン(架け橋となる役割)としての役割を担えていること

⑦ ファーストキャリア開発事業(主要な会社：㈱ファーストキャリア)

ⅰ．対象

　入社前の内定者から入社後５年目までの若手社員、入社後の一定期間

に指導役となる新人メンター、職場のOJTリーダー、新人教育トレーナ

ー

ⅱ．背景・目的

　ファーストキャリア期(入社前の内定から入社後５年目)は、社会人と

しての基本スタンスを身につけ企業人人生の土台となる重要な時期であ

るため

ⅲ．特長

　ファーストキャリア開発事業では、以下３点の考え方を基本コンセプ

トとして、過去14年以上に亘り「若手の人材育成」に特化して事業を行

っております。

・自責（周囲や環境に答えを求めるのではなく、まず自分はどうするの

か）
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・For You（相手への貢献）

・Yes,and（まずは受け入れ、行動を起こしてみる）

　例えば、ファーストキャリア期における一貫した人材開発体系の構築

支援、各種研修プログラムの企画・開発・実行支援、若手層育成に関す

るコンサルティング支援等があります。

　入社後の早期離職、一括採用の見直し等、新卒採用と新人育成の問題

は企業における課題と認識しております。㈱ファーストキャリアは、こ

うした課題に対して「ヤングタレントマネジメント(リーダー候補者の

採用から人材育成までを一気通貫で行う)」という新たなサービスを

2018年度から顧客企業に提供しはじめております。

⑧ 障がい者の雇用・活躍支援(主要な会社：㈱セルム)

ⅰ．対象

　人事部門及び障がい者受入部門

ⅱ．背景・目的

　障がい者が活躍できる職域開発、採用、定着支援

ⅲ．特長

　企業における障がい者の雇用・定着・活躍支援を、人材開発と組織開発

双方の視点からトータルにアプローチしております。障がい者の個々人の

持ち味や能力特性を積極的に活かしていくべく、主に２つのサービスを提

供しております。

［障がい者の人材紹介サービス］

　複数の企業と障がい者が参加する合同面接会を通じて、企業側の職場

風土・受け入れ体制と障がい者のパーソナリティ・経験の双方を確認し

あう機会を提供し、双方にとって納得感ある人材紹介サービスを提供し

ております。さらに、就職後の定着支援も行っております。

［障がい者の定着・活躍支援の組織開発サービス］

　障がい者の定着に関するアドバイスや、受け入れ側の職場の社員の意

識醸成のための研修、障がい者が働きやすい業務設計コンサルティング

等、採用後の長期的な定着のためのサービスを提供しております。
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［その他事業］

⑨ その他

ⅰ．コーポレートベンチャーキャピタル（CVC）事業(主要な会社：アリス

トテレスパートナーズ㈱、HRテック投資事業有限責任組合)

　テクノロジーの進化による生産性向上が進む中、企業の人事部門にお

けるテクノロジーの導入はまだ始まったばかりと認識しており、成功事

例が出てくるのは数年先だと当社グループは考えております。その中で

も人材開発・組織開発の分野はまだ実験段階にあると判断しておりま

す。そこで当社グループの顧客企業の人材開発・組織開発の投資対効果

をより向上させるため、国内外のHRテックベンチャー企業(HRテック：

人事領域でのテクノロジー活用)への投資と成長支援を行います。当社

グループが持つ豊富な顧客基盤を活かして、従来の当社グループのサー

ビスにHRテックベンチャー企業の技術を加えた新たなソリューションを

顧客企業に提供することで新たな収益機会の創出を図っております。

ⅱ．幼児(１～６歳）向けバイリンガル英語教育事業(主要な会社：RISE

Japan㈱)

　未来をつくる子供たちの可能性の最大化を追求し、世界に通用するグ

ローバルリーダー人材の輩出を目指す、バイリンガル教育によるプリス

クール、アフタースクール事業を展開しております。幼少期に、バイリ

ンガル教育が施される英語環境でチームワーク等により自分自身の世界

を広げるために必要な知識、さらには日本人らしさを学ぶことで、子ど

もたちの一生の財産となる語学力、思考力、生きる力を養うスクールで

あります。世界15か国150以上のセンターで幼児対象のインターナショ

ナル・プリスクール（英語幼児園）を展開するRise Global Holdings

Ltd. (本店所在地：Dublin, Ireland、代表者：Barry O'Callaghan)の

カリキュラム提携により、英語を学ぶのではなく、「英語でサブジェク

ト（テーマ・科目）を学ぶ」サブジェクト・ベースのプログラムを提供

しております。
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個人

大手企業

経営層

幹部層

管理職層

一般社員層

内定者層
アリストテレスパートナーズ㈱
HRテック投資事業有限責任組合

対価の支払

業務委託契約

対価の支払

主なサービス

HRテックベンチャー企業の技術を加えた新たなソリューションを提供 マイノリティ
出資

当社グループ
顧客

プロフェッショナル
タレント等

HRテック
ベンチャー企業

対価の支払
RISE Japan㈱

・幼児向けバイリンガル英語教育
  事業

・経営塾／経営メンタリング
・人材開発体系の
構築コンサルティング

・経営理念・ビジョン浸透／
企業風土改革支援

・ミドルマネジメント革新
・人材開発・組織開発支援
　（ASEAN／中国）

・障がい者雇用／活躍支援

・ファーストキャリア開発事業
　（ヤングタレントマネジメント等）

㈱セルム（当社）

CELM ASIA Pte.Ltd.
（シンガポール拠点）
升励銘企業管理諮詢(上海)有限公司

㈱ファーストキャリア

顧客課題に
対する
解決策の
立案・検討

(注) 当社グループでは、顧客企業のニーズに対し、プロフェッショナルタレン

トと連携して人材開発・組織開発を支援しております。上記のプロフェッ

ショナルタレントには、当社の関連当事者であるウィルコムズ有限会社及

び株式会社MBCを含んでおります。
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(12) 主要な事業所（2021年３月31日現在）

① 当社

名称 所在地

本社 東京都渋谷区恵比寿一丁目19番19号 恵比寿ビジネスタワ－７F

関西支社 大阪府大阪市北区大深町４－20 グランフロント大阪タワ－A22F

中部支社 愛知県名古屋市中村区名駅４－24－８ いちご名古屋ビル６F

② 子会社

名称 所在地

株式会社ファーストキャリア

東京都渋谷区恵比寿一丁目19番19号
恵比寿ビジネスタワー７Ｆ

RISE Japan株式会社

アリストテレスパートナーズ株式会社

ＨＲテック投資事業有限責任組合

升励銘企業管理諮詢（上海）有限公司 中国上海市

CELM ASIA Pte. Ltd. シンガポール

(13) 従業員の状況（2021年３月31日現在）

① 当社グループの従業員の状況

セグメントの名称 従業員数（名）

人材開発・組織開発事業 140

その他事業 11

全社（共通） 16

合計 167

（注）１．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社

グループへの出向者を含む就業人員数であり、臨時従業員（パートタイマー及び嘱託契約の

従業員を含み、派遣社員を除く。）は、従業員数の100分の10未満のため記載しておりませ

ん。

２．全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。
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② 当社の従業員の状況

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

124 36.7 6.7 6,396

セグメントの名称 従業員数（名）

人材開発・組織開発事業 108

全社（共通） 16

合計 124

（注）１．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数で

あり、臨時従業員（パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除く。）は、

従業員数の100分の10未満のため記載しておりません。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

(14) 主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）

借入先 借入額

株式会社みずほ銀行 245,885千円

株式会社三菱UFJ銀行 371,465千円

株式会社りそな銀行 521,375千円

株式会社三井住友銀行 246,000千円

（注）当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と貸出コミットメント

　 契約を締結しております。当期末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等

　 は以下のとおりであります。

　 貸出コミットメントの総額 1,700百万円

　 借入実行残高 490百万円

　 差引額 1,210百万円

(15) 上記記載事項以外の当社グループの現況に関するその他の重要な事項

　該当事項はありません。
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２ 会社の株式に関する事項（2021年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 20,000,000株

(2) 発行済株式の総数 5,041,300株

(3) 株主数 16名

(4) 大株主（上位11名）

株主名
当社への出資状況

所有株式数 持株比率

㈱アイランドプラス 1,000,000株 19.8％

加島 禎二 920,000株 18.2％

加藤 友希 550,000株 10.9％

田口 佳子 550,000株 10.9％

若鍋 孝司 500,000株 9.9％

㈱PINE RIVER 400,000株 7.9％

㈱アイズ 350,000株 6.9％

山崎 教世 225,000株 4.5％

小林 剛 150,000株 3.0％

高橋 稔 100,000株 2.0％

松村 卓人 100,000株 2.0％

（注）㈱アイランドプラスは当社代表取締役社長である加島禎二氏が全株式を

　 保有する資産管理会社であります。

(5) その他株式に関する重要な事項

　 該当事項はありません。
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３ 会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当該事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付され

た新株予約権の状況

第１回新株予約権

発行決議日 2018年３月26日

新株予約権の数 703個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式 70,300株（新株予約権１個につき100
株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個当たり 25,000円
（1株当たり 250円）

権利行使期間 2020年４月17日～2028年４月17日

役員の保有状況

取締役（社外役員を除く）
新株予約権の数 703個
目的となる株式数 70,300株
保有者数 ３名

社外取締役（社外役員に限る）
新株予約権の数 ０個
目的となる株式数 ０株
保有者数 ０名

監査役
新株予約権の数 ０個
目的となる株式数 ０株
保有者数 ０名

（注）新株予約権の行使条件は以下のとおりであります。

(1) 新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行

使時において、継続して当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地

位にあることを要する。ただし、新株予約権の割り当てを受けた時点で当社又は当社子会

社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位にない場合、取締役又は監査役が任期満

了により退任した場合、従業員が定年で退職した場合、又は当社取締役会にてその他正当

な理由があると承認した場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、新株予約権の目的である当社普通株式が

日本国内の証券取引所に上場している場合に限り行使できるものとする。

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使できないものとする。
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(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人及び子会社の役員及び使用人等に

交付した新株予約権の状況

　該当事項はありません。
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４ 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（2021年３月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役 加 島 禎 二 ㈱セルム 代表取締役社長

取 締 役 小 林 剛 人事・総務担当

取 締 役 吉 冨 敏 雄 財務・経理担当

取 締 役 古 我 知 史

アリストテレスパートナーズ㈱ 代表取締役
ウィルキャピタルマネジメント㈱ 代表取締役
ウィルコムズ㈲ 取締役
㈱チームクールジャパン 代表取締役
㈱ＭＢＣ 代表取締役

社外取締役 守 屋 実

㈱守屋実事務所 代表取締役
メディカルケアデザイン㈱ 代表取締役
*社外役員の兼務状況
㈱SEEDATA 社外取締役
ブティックス㈱社外取締役
㈱日本クラウドキャピタル 社外取締役
㈱日本農業 社外取締役
㈱ガラパゴス 社外取締役

社外取締役 渡 邊 龍 男
*社外役員の兼職状況
㈱ワイヤレスゲート社外取締役
㈱星野 社外取締役

常勤監査役 山 崎 教 世

社外監査役 熊 谷 均

トラスティーズFAS㈱ 代表取締役
㈱バウンダリー出版 代表取締役
*社外役員の兼務状況
Accordia Golf Trust Management Pte.Ltd. 独立取締役
㈱KOKUSAI ELECTRIC 社外監査役

社外監査役 広 野 清 志

㈱ワイドブレイン 代表取締役
㈱財務設計 代表取締役
*社外役員の兼務状況
クリアル㈱ 社外監査役

（注）１．取締役守屋実氏並びに取締役渡邊龍男氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり

ます。

２．監査役熊谷均氏並びに監査役広野清志氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり

ます。

３．監査役熊谷均氏並びに監査役広野清志氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有するものであります。

(2)当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　当事業年度における当社の役員報酬等は、担当職務、各期の業績、貢献度等を

総合的に勘案して決定しております。

　なお、2020年７月より取締役会の任意の諮問機関として、新たに報酬諮問委員
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会を設置しており、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定については同委員

会で審議し、2021年1月開催の取締役会に意見として提案を行い、当該取締役会に

おいて2022年3月期からの役員報酬制度を決議致しております。

　なお、役員の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、報酬諮問員会が原案

について決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行っているため、取締役会

も基本的にその答申を尊重し決定方針に沿うものであると判断しております。

　 ＜報酬方針＞

　 当社の常勤取締役の報酬は以下の考え方に基づいております。

〇健全なコーポレート・ガバナンスを運用し、サスティナブルに成

　長軌道を描くための役員布陣確保に資すること

〇短期・中期・長期の報酬バランス、また金銭報酬と株式報酬の組み

　合わせにより、企業価値向上に資するとともに、社員・幹部のモチ

　ベーションを向上させ、自分の成長シナリオづくり、および当社全

　体のオーケストレーションを発展させる原動力となること

〇結果として「当社で長く働いてスキルを磨く」、あるいは「事業を

　通じて社会貢献すること」が、優秀人材確保につながること

＜報酬体系＞

〇報酬体系は、固定報酬、単年度賞与および株式報酬（※未導入）の

　３本立てて構成します。

〇固定報酬は、中期成長に向けた戦略上の重要度の観点から評価し

　た、新年度の職責に応じて決定します。

〇単年度賞与は、代表取締役および管理部門管掌取締役が連結EBITDA

　予算達成率に応じて、また事業部門管掌取締役が自部門売上予算達

　成率に応じて、各事業年度終了後に一括して支給します。

〇株式報酬は、中長期的な企業価値の向上と株主の利益意識の共有を

　報酬に反映させるため、上場後にその導入について検討を開始しま

　す。

　＜報酬構成割合＞

〇株式報酬等が導入されるまでの期間は、固定報酬と単年度賞与の割

　合目安を、代表取締役については60％：40％、その他の取締役につ

　いては70％：30％とし、業績による連動性を高くしております。

　＜報酬決定手続＞

　 当社の取締役の報酬等は、審議プロセスの透明性および妥当性確保

　 のため、報酬諮問委員会における審議結果を踏まえ、株主総会で決

　 議された総額の範囲内で、取締役会の決議により決定いたします。
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② 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　当社の役員報酬等に関する株主総会の決議年月日は2016年９月27日であり、決

議の内容は、将来の新規上場を見据えて、年間報酬総額の上限を取締役は２億円

（決議時点の取締役の員数は３名。ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含

まない）、監査役は１億円(決議時点の監査役の員数は１名)とするものです。
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③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

　当事業年度における当社の取締役の報酬等の額の決定は取締役会となり、審議

の上で決定しております。

　なお、2022年3月期からの役員報酬制度につきましては、前掲①に記載のとおり

であります。

④ 取締役および監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役（うち
社外取締役）

65.2（9.3） 65.2（9.3） ― ― ６（２）

監査役（うち
社外監査役）

16.8（3.6） 16.8（3.6） ― ― ３（２）

(3) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人

等との関係

　社外取締役守屋実は、㈱守屋実事務所及びメディカルケアデザイン㈱の代表

取締役を兼務しておりますが、当社とこれらの会社との間には特別な関係はご

ざいません。

　社外監査役熊谷均は、トラスティーズFAS㈱及び㈱バウンダリー出版の代表取

締役を兼務しておりますが、当社とこれらの会社との間には特別な関係はござ

いません。

　社外監査役広野清志は、㈱ワイドブレイン及び㈱財務設計の代表取締役を兼

務しておりますが、当社と当該会社との間には特別な関係はございません。

② 他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人

等との関係

　社外取締役守屋実氏は、㈱SEEDATA、ブティックス㈱、㈱日本クラウドキャピ

タル、㈱日本農業及び㈱ガラパゴスの社外取締役を兼務しておりますが、当社

と当該会社との間には特別な関係はございません。

　社外取締役渡邊龍男は、㈱ワイヤレスゲート及び㈱星野の社外取締役を兼務

しておりますが、当社と当該会社との間には特別な関係はございません。

　社外監査役熊谷均は、Accordia Golf Trust Management Pte.Ltd.の独立取締

役及び㈱KOKUSAI ELECTRICの社外監査役を兼務しておりますが、当社と当該会

社との間には特別な関係はございません。

　社外監査役広野清志は、株式会社クリアルの社外監査役を兼務しております

が、当社と当該会社との間には特別な関係はございません。
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③ 当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 主な活動状況

社外取締役 守 屋 実

当事業年度に開催された取締役会15回全てに出席し、新規事業創
出に関する豊富な知識と経営者としての経験を基に議案審議等に
必要な発言を適宜行っております。
また、当社では任意の報酬諮問委員会を設置しており当機関の委
員に就任しております。

社外取締役 渡 邊 龍 男

当事業年度に開催された取締役会12回に出席し、新規事業創出に
関する豊富な知識と経営者としての経験を基に議案審議等に必要
な発言を適宜行っております。
また、当社では任意の報酬諮問委員会を設置しており当機関の
委員長に就任しております。

社外監査役 熊 谷 均
当事業年度に開催された取締役会15回全てに出席し、公認会計士
としての知識、経験を基に議案審議等に必要な発言を適宜行って
おります。

社外監査役 広 野 清 志
当事業年度に開催された取締役会15回全てに出席し、公認会計士
としての知識、経験を基に議案審議等に必要な発言を適宜行って
おります。

（注）社外取締役渡邊龍男は2020年6月29日開催の株主総会にて選任され、以降の取締役会に出席して

おります。

④ 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役との間において、当社定款に基づく責任限

定契約を締結しております。当該契約の概要は、会社法第427条第１項の規定に

より、同法第423条第１項の責任を同法第425条第１項に定める最低責任限度額

を限度とするというものであります。なお、当該責任限定が認められるのは、

当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意

でかつ重大な過失がないときに限られます。

(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がそ

　 の職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受け

　 ることによって生ずることのある損害を当該保険契約により填補することと

　 しております。ただし、故意または重過失に起因して生じた当該損害は填補

　 されない等の免責事由があります。なお、被保険料負担はありません。
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５ 会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 31,000千円

② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の

合計額
32,500千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

当該事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の会計監査計画の監査日数及び昨年の監査実績の検証と評価、

会計監査人の監査の遂行状況の相当性、報酬の前提となる見積もりの算出根拠等が適切

であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について

同意いたしました。

(3) 非監査業務の内容

　当社は、有限責任監査法人トーマツに対して、公認会計士法第２条第１項の業

務以外に、新規上場に係るコンフォート・レター作成業務についての対価を支払

っております。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案

の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると認めら

れる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場

合、監査役会が選定した監査役は、会計監査人の解任後最初に招集される株主総

会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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６ 業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要
（1）内部統制システムの整備の状況

当社は業務の適正性を確保するための体制として、「内部統制システムの整備に

関する基本方針」を定め、この基本方針に則り、業務の適正を確保するための

体制を整備しております。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

(a)当社は、取締役及び使用人が法令及び定款に適合する職務を遂行するた

めに、社内における行動規範を制定し、法令遵守はもちろんのこと、社

内におけるコンプライアンスに対する意識の向上に努めるものとする。

代表取締役直轄の内部監査室を配置し、内部統制の監査を行い、コンプ

ライアンス体制の調査、法令並びに定款上の問題の有無を調査し、これ

を報告するものとする。

(b)法令・定款及び社会規範を遵守するために、就業規則に「服務規律」を

制定し、全社に周知・徹底する。

(c)人事総務部をコンプライアンスの統括部署として、リスク・コンプライ

アンス規程を制定するとともに、リスク・コンプライアンス委員会を設

置し、コンプライアンス体制の構築・維持にあたる。

(d)内部通報制度を設け、問題の早期発見・未然防止を図り、適切かつ

　 迅速に対応する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(a)取締役会議事録を含むその他重要な書類等の取締役の職務執行に係る情

報の取り扱いについては、法令及び文書管理規程等に基づき、文書また

は電磁的媒体に記録し、適切に保管及び管理を行う。

(b)取締役及び監査役は、これらの文書等を、常時閲覧できるものとする。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a)当社は取締役会がリスク管理体制を構築する責任と権限を有し、これに

従い、リスク・コンプライアンス規程を制定し、会社の事業活動におい

て想定される各種リスクに対応する組織、責任者を定め、適切に評価・

管理体制を構築する。

(b)リスク・コンプライアンス委員会を設置し、原則として年４回開催し、

事業活動における各種リスクに対する予防・軽減体制の強化を図る。

(c)危機発生時には、対策本部等を設置し、社内外への適切な情報伝達を含

め、当該危機に対して適切かつ迅速に対処するものとする。
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④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a)取締役会の意思決定機能及び業務監督機能と、執行役員の業務執行

　 機能を分離する。

(b)取締役会規程、業務分掌規程、組織及び職務権限規程を定め、取締役の

職務及び権限、責任の明確化を図る。

(c)取締役会を毎月１回定期的に開催するほか、機動的に意思決定を行うた

め、必要に応じて適宜臨時に開催し、適切な職務執行が行える体制を確

保する。

⑤当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

　めの体制

(a)子会社管理・報告体制

　子会社の自主性を尊重しつつも、経営に関する重要な承認、決裁、報

告事項等を関係会社管理規程に定め、当社が子会社を管理出来る体制と

する。

　また、すべての子会社から受託しているコーポレート業務の遂行を通

じ、各業務の当社主管部署は必要に応じた指導及び支援を行う。

（b)子会社の損失の危機に関する規程その他の体制

　関係会社管理規程において、子会社経営に影響を及ぼす事項等、経営

上の重要事項を当社取締役会への報告事項と定め、当社が把握・管理出

来る体制とする。

（c)子会社の取締役等の職務の執行が効率的かつ法令及び定款に適合

　 することを確保するための体制

　内部監査室は、社内規程に基づき子会社の経営全般に関する管理運営

状況、業務執行状況を監査し、職務執行が法令及び定款に適合している

か確認する。

⑥財務報告の信頼性を確保するための体制

(a)当社及び関連会社の財務報告の信頼性を確保するために、取締役会が

定める「財務報告の基本方針」に基づき財務報告に係る内部統制を整

備する。

(b)内部監査室は、財務報告に係る内部統制の整備状況及び運用状況を評

価し、その結果を代表取締役社長に報告する。

⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

　当該使用人に関する事項

(a)監査役の求めに応じて、取締役会は監査役と協議のうえ監査役スタッフ
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を任命し、当該監査業務の補助に当たらせる。

(b)監査役の職務を補助する使用人は、監査役の指示に従いその職務を行

う。また、当該使用人の任命、解任、懲戒、評価については、監査役の

事前の同意を要する。

⑧監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対

する指示の実効性の確保に関する事項

(a)監査役より監査役の補助の要請を受けた使用人は、取締役及び上長等の

指揮・命令は受けないものとする。

(b)当該使用人の人事異動及び考課については、監査役の同意を得るも

　 のとする。

(c)当該使用人は、監査役より指示を受けた監査業務を行う上で必要な補助

業務に従事し、必要な情報の収集権限を有する。

⑨取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及びその他報告に関す

　る体制

(a)監査役は、取締役会のほか経営会議等重要な会議に出席することがで

き、取締役及び使用人から職務執行状況の報告を求めることができる。

(b)取締役及び使用人は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与える

恐れのある事実をしたときには、速やかに監査役に報告する。

(c)取締役及び使用人は、監査役会の定めに従い、監査役からの業務執行に

関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報告する。

(d)監査役へ報告・通報したことを理由に、当該報告者に対して解任、解雇

その他いかなる不利な取扱いも行わないものとする。

⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a)監査役会には、法令に従い、社外監査役を含み、公正かつ透明性を

　担保する。

(b)監査役は、代表取締役と定期的に意見交換を行い、相互の意思疎通

　を図る。

(c)監査役は、会計監査人及び内部監査室と定期的に情報交換を行い、

　 相互の連携を図る。

(d)当社は、監査役の職務執行に必要な弁護士、公認会計士、その他専門家

の助言等に関する費用等について、当社が監査役の職務の執行に必要で

はないことを証明したときを除き、これを支払うものとする。

⑪反社会的勢力の排除に関する体制

(a)役員及び使用人は、いかなる場合においても反社会的勢力等との接
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　点を持たないよう努める。

(b)反社会的勢力に関する属性確認は、「反社会的勢力の排除に関する

　規程」等に基づいて行う。

(c)暴力追放推進センター及び県警等からの情報収集に努め、有事の際

　には連携して対応にあたる。

（2）リスク管理体制の整備の状況

　 当社は、リスク管理に関する基本事項を「リスク・コンプライアンス規

　程」に定め、コンプライアンスの遵守を前提としたリスク管理を徹底するこ

　とにより、損失の最小化を図っています。また、従業員からの相談や通報を

　受け付ける窓口として、社内外にヘルプラインを設置・運用することで、リ

　スクの予防や軽減に努めています。

（3）子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　 当社は、子会社の自主性を尊重しつつも、業務の適正を確保するため、経

　営に関する重要な承認、決裁、報告事項等を「関係会社管理規程」に定め、

　当社が子会社を管理出来る体制としています。また、すべての子会社から受

　託しているコーポレート業務の遂行を通じ、各業務の当社主管部署は必要に

　応じた指導及び支援を行っているほか、経営全般に関する管理運営状況、業

　務執行状況を当社の内部監査室が監査し、法令及び社内規程に適合している

　か確認しています。

７ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　（1）原則として月に１回開催の取締役会及び監査役会、四半期に１回開催の

　 リスク管理コンプライアンス委員会 において、取締役及び使用人の職務の

　 執行状況、リスク管理状況を確認しております。

　（2）監査役は、取締役会及び監査役会への出席のほか、定期的に取締役、会

　 計監査人、内部監査室と協議の場を設け、情報収集・情報交換を行っており

　 ます。また、リスク・コンプライアンス委員会へ内部監査室がオブザーバー

　 として出席し、会議内容を常勤監査役へ報告しております。

　（3）内部監査室は、年間の監査計画に基づき、各部署において法令及び社内

　 規程に従い業務が適切に行われるよう内部監査を実施し、監査結果は代表取

　 締役社長へ報告しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2021年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,470,982 流 動 負 債 1,563,919

現 金 及 び 預 金 957,618 買 掛 金 365,172

売 掛 金 451,524 短 期 借 入 金 490,000

仕 掛 品 6,921 1年内返済予定の長期借入金 348,861

貯 蔵 品 2,592 未 払 金 35,375

そ の 他 52,324 未 払 法 人 税 等 111,420

固 定 資 産 2,473,512 賞 与 引 当 金 16,203

有 形 固 定 資 産 92,691 そ の 他 196,886

建 物 （純 額） 82,345 固 定 負 債 596,526

そ の 他 （純 額） 10,345 長 期 借 入 金 545,864

無 形 固 定 資 産 1,994,260 繰 延 税 金 負 債 5,101

の れ ん 1,976,393 資 産 除 去 債 務 44,211

そ の 他 17,866 そ の 他 1,349

投 資 そ の 他 の 資 産 386,561 負 債 合 計 2,160,445

投 資 有 価 証 券 136,636 純 資 産 の 部

繰 延 税 金 資 産 52,496 株 主 資 本 1,788,170

そ の 他 197,428 資 本 金 116,520

資 本 剰 余 金 384,208

利 益 剰 余 金 1,287,442

その他の包括利益累計額 △4,824

為替換算調整勘定 △4,824

非支配株主持分 703

純 資 産 合 計 1,784,049

資 産 合 計 3,944,494 負債及び純資産合計 3,944,494
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連 結 損 益 計 算 書

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,603,441

売 上 原 価 2,179,050

売 上 総 利 益 2,424,391

販売費及び一般管理費 2,095,108

営 業 利 益 329,283

営 業 外 収 益

受 取 利 息 66

受 取 配 当 金 250

受 取 補 償 金 13,616

補 助 金 収 入 37,198

そ の 他 3,398 54,530

営 業 外 費 用

支 払 利 息 12,579

支 払 補 償 費 13,236

店舗臨時休業による損失 11,515

そ の 他 2,101 39,432

経 常 利 益 344,380

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 20,000 20,000

税金等調整前当期純利益 324,380

法人税、住民税及び事業税 183,720

法 人 税 等 調 整 額 △7,407 176,312

当 期 純 利 益 148,068

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △173

親会社株主に帰属する当期純利益 148,241
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連結株主資本等変動計算書

（2020年４月１日から
2021年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 116,520 384,266 1,139,200 1,639,987

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 148,241 148,241

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 　 △58 　 △58

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － △58 148,241 148,182

当 期 末 残 高 116,520 384,208 1,287,442 1,788,170

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純 資 産 合 計
為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 △1,038 △1,038 817 1,639,766

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 　 148,241

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 　 　 　 △58

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,785 △3,785 △114 △3,900

当 期 変 動 額 合 計 △3,785 △3,785 △114 144,282

当 期 末 残 高 △4,824 △4,824 703 1,784,049
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貸 借 対 照 表

（2021年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 988,927 流 動 負 債 1,441,035

現 金 及 び 預 金 438,740 買 掛 金 321,753

売 掛 金 358,122 短 期 借 入 金 490,000

仕 掛 品 4,175 1年内返済予定の長期借入金 348,861

貯 蔵 品 2,057 未 払 金 30,916

前 払 費 用 34,532 未 払 費 用 107,894

そ の 他 151,298 未 払 法 人 税 等 81,233

固 定 資 産 2,861,245 前 受 金 14,456

有 形 固 定 資 産 25,705 預 り 金 12,755

建 物 （純 額） 22,988 そ の 他 33,165

器具及び備品（純額） 2,716 固 定 負 債 580,173

無 形 固 定 資 産 1,575,657 長 期 借 入 金 545,864

の れ ん 1,558,722 資 産 除 去 債 務 18,174

ソ フ ト ウ エ ア 16,617 そ の 他 16,134

そ の 他 317 負 債 合 計 2,021,209

投資その他の資産 1,259,882 純 資 産 の 部

投 資 有 価 証 券 766 株 主 資 本 1,828,963

関 係 会 社 株 式 916,995 資 本 金 116,520

その他の関係会社有価証券 148,432 資 本 剰 余 金 394,310

関係会社長期貸付金 82,500 資 本 準 備 金 116,520

長 期 前 払 費 用 273 そ の 他 資 本 剰 余 金 277,790

繰 延 税 金 資 産 42,051 利 益 剰 余 金 1,318,133

そ の 他 151,317 その他利益剰余金 1,318,133

貸 倒 引 当 金 △82,454 繰 越 利 益 剰 余 金 1,318,133

純 資 産 合 計 1,828,963

資 産 合 計 3,850,173 負債及び純資産合計 3,850,173

― 47 ―



損 益 計 算 書

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,672,178

売 上 原 価 1,896,658

売 上 総 利 益 1,775,519

販売費及び一般管理費 1,584,203

営 業 利 益 191,315

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,323

受 取 配 当 金 250

受 取 補 償 金 10,661

補 助 金 収 入 17,385

そ の 他 1,101 31,721

営 業 外 費 用

支 払 利 息 13,071

支 払 補 償 費 8,233

投 資 事 業 組 合 運 用 損 10,718

そ の 他 2,220 34,244

経 常 利 益 188,792

特 別 利 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 1,640 1,640

特 別 損 失

その他の関係会社有価証券評価損 19,812 19,812

税 引 前 当 期 純 利 益 170,621

法人税、住民税及び事業税 113,051

法 人 税 等 調 整 額 △7,380 105,670

当 期 純 利 益 64,950
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株主資本等変動計算書

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

（単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 116,520 116,520 277,790 394,310

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － － － －

当 期 末 残 高 116,520 116,520 277,790 394,310

株主資本

純資産合計

利益剰余金

株主資本合計
その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,253,182 1,253,182 1,764,012 1,764,012

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 64,950 64,950 64,950 64,950

当 期 変 動 額 合 計 64,950 64,950 64,950 64,950

当 期 末 残 高 1,318,133 1,318,133 1,828,963 1,828,963
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月18日

株 式 会 社 セ ル ム

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人ト ー マ ツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 加藤 博久

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森竹 美江

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社セルムの2020年4月

1日から2021年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を

行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社セルム及び連結子会社からなる企業集団

の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査に

おける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理

に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人とし

てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる

十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤

謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者

が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算

書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要が

ある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類

に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、

監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する

と、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、

重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監

査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以

下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な

虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び

適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための

ものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な

監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
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・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって

行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかど

うか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報

告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確

実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対

して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査

報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含

めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報

に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査

に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、

監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、

及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業

倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的

に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年５月18日

株 式 会 社 セ ル ム

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人ト ー マ ツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 加藤 博久

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森竹 美江

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社セルムの2020

年4月1日から2021年3月31日までの第5期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以

下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、

全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査にお

ける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に

関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理

上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手したと判断している。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必

要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等

を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある

場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に

不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、

監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。

虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、

計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要

性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監

査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以

下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な

虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適

用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも

のではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査

手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって

行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどう

か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ

るような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に

おいて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関す

る計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意

見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、

監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、

及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業

倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的

に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監査報告書

当監査役会は、2020年4月1日から2021年3月31日までの第５期事業年度の取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監
査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を
実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を
閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及
び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の
業務の適正を確保するための体制に関し取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び
同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏ま
え、その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算
書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ
の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
　（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく
示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重
大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ
いては、指摘すべき事項は認められません。

④事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の
在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事
業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当
該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではな
く、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めま
す。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人「有限責任監査法人トーマツ」の監査の方法及び結果は相当で
　 あると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人「有限責任監査法人トーマツ」の監査の方法及び結果は相当で
　 あると認めます。

　2021年５月25日

株式会社セルム 監査役会

常勤監査役 山崎 教世 印

社外監査役 熊谷 均 印

社外監査役 広野 清志 印

以 上
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